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１１  税の控除・減免等 
 
１ 所得税・市道民税の障害者控除  

  知的障害者(児)またはその者を扶養している方の年間所得から、次の額が控除されます。 

＊ 障害者控除に関する分についての説明です。  

※（老人）配偶者控除については、平成３１年度（平成３０年分）より控除額等が変わります。

※上記金額等は変わる場合がありますので、詳細についてはそれぞれにお問い合わせください。

下表のとおり

  帯広税務署  ～  西5条南8丁目第２地方合同庁舎　 ☎24-2161

　(市) 市民税課  ～  市役所高層棟2階 　☎65-4120

48万円

58万円

38万円

63万円

38万円

な　し

４８万円 ３８万円 ３２万円 ２６万円 １６万円 １３万円

市道民税 所得税 市道民税

３８万円 ３３万円 ２６万円 ２２万円 １３万円 １１万円

老 人 配 偶 者 控 除

所得税 市道民税 所得税控　除　区　分

配　偶　者　控　除

９００万円以下
９５０万円超

１０００万円以下
９００万円超

９５０万円以下

所得者の合計所得金額

　⑧ 老人配偶者控除 70歳未満の配偶者 下表のとおり

問合せ先
所   得   税

市 道 民 税

　⑥ 年少扶養 16歳未満　 な　し

　⑦ 配偶者控除 70歳以上の配偶者 下表のとおり下表のとおり

　④ 特定扶養控除 19歳～22歳 45万円

　⑤ 一般扶養控除 16歳～18歳 33万円

　② 同居老親等控除
同居している

70歳以上の直系尊属
45万円

　③ 一般扶養控除 23歳～69歳 33万円

26万円
※障害者を扶養している人の
   所得から控除する場合

控 除 の 区 分 年　齢　等 市 道 民 税

※ 障害者を扶養している方の所得から控除する場合は、扶養されている人の年齢に応じて、下記（２）の控除額が加算されます。
    また、障害者本人が扶養している方がいる場合も同様に、下記（２）の控除額が加算されます。

27万円

所　得　税

同居特別障害者
控除 75万円 53万円

別 居 特別障害者控除 40万円 30万円

市 道 民 税

療育手帳
　

Ｂ

　 障害者本人の所得から
   控除する場合

  障害者控除

療育手帳

Ａ

　 障害者本人の所得から
   控除する場合

  特別障害者控除 40万円

※障害者を扶養している人の
　 所得から控除する場合

同 居

　① 老人扶養控除 70歳以上　 38万円

(１) 障害者控除

(２) 扶養控除

障害の程度

30万円

控 除 の 種 類 所　得　税
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２ 自動車税・自動車取得税の減免 
 

知的障害のある方のために使用する自動車で、一定の要件に当てはまるものは、申請により自

動車税、自動車取得税の減免を受けることができます。 

 1.対 象 者 

（自動車の 

所有者等） 

療育手帳を持っている方で、次のいずれかに該当する場合。 

１ 障害者が自動車を所有(取得)し、自分で運転する場合 

２ 障害者が自動車を所有(取得)し、その方と生計を同じくする方が運転する場合 

３ 障害者と生計を同じくする方が自動車を所有(取得)し、障害者が運転する場合 

４ 障害者と生計を同じくする方が自動車を所有(取得)し、その方が運転する場合 

５ 障害者だけの世帯でその方が自動車を所有(取得)し、その方を介護する方が運転 

する場合 

2.対象となる 

自動車 
 (事業用は除外) 

(１ ) 自 動 車 取 得 税 (税 率 ①２％､②３％･課税標準額５０万円以上) 

    ① 軽 自 動 車   ② 乗 用 自 動 車 、 バ ン な ど  

(２ ) 自 動 車 税  

    乗 用 自 動 車 、 バ ン な ど  

 3.要   件 
  障害者の通院、通学、通園、通所又は生業のために、本人又は生計を同じくする方

等が、週１日以上運転する事を継続的に行うもの。（上記１の場合を除く） 

 4.減免台数  知的障害者（児）１人について１台 

5.持参する 

もの 

 

（１）障害者が自動車を所有(取得)し、自分で運転する場合 

［上記1.対象者１に該当する方］ 
  

 

①  療育手帳   ② 運転免許証   ③ 印 鑑  

④ 自動車検査証 

(自動車を新しく取得する場合は自動車税・自動車取得税申告書を併せて提出) 
  

（２）それ以外の場合 

自動車の所有者・自動車を運転する方によって申請時に持参するものが 

異なりますので、下記の問合先にお問い合わせください。 

 

6.申請期限  要件を満たした日から、２か月後まで 

7.問合先 

 北海道札幌道税事務所 自動車税部  

       〒001-8588 札幌市北区北22条西2丁目 ☎０１１－７４６－１１９４ 

十勝総合振興局 納税課 収納管理係 ～ 東３条南３丁目 ☎２６－９０３８ 

8.手続先  十勝総合振興局 納税課 収納管理係 ～ 東３条南３丁目 ☎２６－９０３８ 
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３ 軽 自 動 車 税 の 免 除  
 

  障害者(児)本人や障害者(児)と生計を一にする方が所有する軽自動車のうち、次の 

項目に該当する場合、軽自動車税が免除となります。 

1. 対 象 者 

障害者が自ら使用する場合、又は、障害者(児)の通院や通勤、通学などのため、

障害者(児)と生計を一にする方、又は、障害者(児)(障害者のみで構成される世帯

の者に限る)のために常時介護する方が運転する場合。 

2. 対象となる 
     軽自動車 

   軽自動車（乗用、貨物）・オ－トバイなど。 

3. 軽自動車 
   の所有者等 

 ・障害者 
 ・知的障害者（児）と生計を一にする方(同居を条件とする) 

4. 免 除 台 数   障害者(児)１人について１台（自動車と軽自動車を所有している場合、自動車を優先） 

5. そ の 他 

  軽自動車の課税は、毎年4月1日現在の所有者に課されます。 

軽自動車税の納入期限（毎年5月末日）までに手続きしてください。 

 (ただし、療育手帳の交付が4月1日以降の場合は、翌年度からの免除となります) 

6. 持参するもの   ① 療育手帳 ② 運転免許証 ③ 車検証 ④ 印 鑑 
  

7. 手 続 先  （市）市民税課税務係 ～ 市役所高層棟２階 （☎６５－４１１９） 

 

４ 利子の非課税（利子非課税貯蓄制度） 
  

障害者の方などの貯蓄について、下記のものが非課税となります。  

  下記のほかにサラリ－マンの財形年金貯蓄などがあります。 

1. 非課税の範囲 
  ① マル優貯蓄（少額貯蓄非課税制度）  ３５０万円 

  ② 特別マル優（少額公債非課税制度）  ３５０万円 

 2. 非課税の対象者   療育手帳（Ａ・Ｂ）の交付を受けた方など  

3. 手 続 時 期   療育手帳などを取得した以後に手続きができます 

4. 持参するもの 
  療育手帳など対象者であることを証明できるものを金融機関の窓口へ 

提出してください。(詳しくは､金融機関へ) 

5. 手続・問合先   各金融機関  （銀行、信金、郵便局、農協など） 
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５ 相続税の控除・贈与税の非課税 
 

 障害者が相続や贈与などを受けた場合、税の控除や非課税となる場合があります。 

1. 相続税の控除 

平成27年1月1日以降の相続について、障害者が相続や遺贈によって財産

を取得した場合、85歳に達するまでの年数（85歳から相続人の年齢を差し

引いた年数）に10万円（療育手帳 Ａの場合は20万円）を乗じた金額が相

続税額から控除されます。 

2. 贈与税の 

非課税 

重度の障害者（療育手帳 Ａ）が、特別障害者扶養信託契約の信託受益

権の贈与を受け、信託の際に「障害者非課税信託申告書」を信託会社など

の営業所を経由して所轄税務署長に提出する等、一定条件に該当する場合

には、信託受益権の価額のうち、6,000万円までは非課税となります。 

3. 手 続 先 
帯 広 税 務 署 ～ 西５条南８丁目 帯広第２地方合同庁舎 

 ☎２４－２１６１ 

 

 

６ ＮＨＫ放送受信料の免除（半額免除・全額免除） 
 

 1.免除の 

対象者 

半 額 

免 除 

住民基本台帳法（住民票）の世帯主が以下の条件であること。 

① 本人が世帯主で、療育手帳を持つ重度の障害の方  

② 本人がＮＨＫとの受信契約者であること 

全 額 

免 除 

 次のいずれにも該当する場合、全額免除となります。 

  ① 療育手帳所持者が世帯にいること。 

  ② 世帯全員が市民税非課税であること。 

 ③ 世帯員のいずれかがＮＨＫと受信契約をしていること。 

 2.手 続 方 法 (市)障害福祉課で証明を受け、ＮＨＫの窓口へ提出してください。 

 3.持参するもの    ① 療育手帳  ② 印  鑑  

 4.手 続 先 （市）障害福祉課 ～ 市役所低層棟１階 ☎６５－４１４８ 

 
 

 


